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管理会計を行政に拡張する場合の課題

大西淳也

＜論文要旨＞

本稿では， まず，行政を3つの分類，即ち，①収益と費用を認識できる外環部，②収益は認識しにくい

が費用は認識できる内環部，③収益も費用も認識しにくい中心部に分ける．前2者は政策の執行管理過程

を，後者は政策の企画立案過程を意味する．

次に，管理会計手法には，収益や費用，利益といった中で形成されてきた伝統的な管理会計手法がある

とともに，収益や費用に相当するものに拡張した広義の管理会計手法がある． そして，上記の行政の3分

類に対しては，手法ごとに適した射程がある．

更に，管理会計の行政への拡張に当たっては， 関係者により，即ち，行政実務家やCPA,財務会計研究

者，管理会計研究者， コンサルタント，議員，マスコミにより見方が異なる．

このような中，管理会計研究者には，行政の外環部や内環部に存在する行政実務家や，各分野の研究者

との交流が今後期待される． その上で，管理会計の行政への拡張に向けた今後の推進力として，議員やマ

スコミの理解を得ていくことが期待される．
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1． はじめに

管理会計を行政に拡張できるとの議論はこれまでも存在した．近年では，公会計(財務会計）

の議論も進展している．本稿では，管理会計を行政に拡張する場合の課題について述べる．

本稿の目的は，管理会計の行政への拡張に際し，そこにどのような課題があり， どのような

方向で考えていけばよいかを明らかにすることにある．具体的には，行政には様々な類型があ

り，管理会計にも様々な手法がある．関係者も様々な見方を有する．その一方，行政には，企

業における利益のような組織内の合意形成に有用なツールがないことが多い． このため，管理

会計の行政への拡張は迷走しやすく，時間もかかる． そのような中で，管理会計研究の進むべ

き方向を示すこととしたい．

本稿の研究方法は， この20年近くにわたる筆者の経験に基づく．筆者は行政の様々な職務

を経験する一方で，管理会計の行政への拡張に関しそれなりの立場で関与してきた．本稿はそ

の経験からの着想に基づくものである．わが国の行政実務と管理会計論の両者について，多少

なりとも経験を有する者として，わが国行政と管理会計論の発展に貢献できれば幸甚である．

Z.収益・費用からみた行政の3分類

管理会計を行政に拡張する場合， まず問題となるのが，行政のどこを対象としているのかと

いうことである． ここでは，管理会計の行政への拡張という本稿の主題に鑑み，収益と費用の

観点から行政を3つに分類する．第1に，収益と費用を認識できる分野であり，国の独立行政

法人や地方独立行政法人，地方公共団体の公営企業の類いが当てはまる．第2に，収益は認識

しにくいが費用は認識できる分野であり，国の各省庁や地方公共団体の執行部局の類いが当て

はまる．第3に，収益も費用も認識しにくい分野であり，いわゆる政策の企画立案部局が該当

する．国の各省庁本省の一部部局や地方公共団体の首長部局の一部部局がこれに当てはまる．

前2者が政策の執行管理を担い，最後者が政策の企画立案を担うと一応の整理ができる1．

これを図で示せば図lの左側の通りである． しかしながら本稿では，ベン図外側に示す企業

会計との関係を考盧するとともに，行政実務家が暗黙の前提とする傾向のある行政における政

策の企画立案部局の重要性を表現する観点から，以下では右側の図を用いて論を進める．

2.1収益と費用を認識できる外環部

図1のベン図の外側の白抜きの環状部分（以下，外環部という）では，収益と費用が認識さ

れることから，利益も認識される．具体的には，国の特殊法人や独立行政法人，地方公共団体

の地方独立行政法人，地方公共団体の一部である公営企業などが該当する．

以下では，行政の外環部に属する代表例を述べる2． まず，特殊法人である． これは，特別の

法律によって独立の法人を設け，政府による特別の監督を行う一方で，できる限り経営の自主

性と弾力性を認めて能率的経営を行わせる法人をいう.NTTやNHK, 日本年金機構，商工中

金，東京メトロ，成田空港等，東日本高速道路等， 日本貨物鉄道等，現在33法人が存在する．

次に，独立行政法人である． これは，各府省の行政活動から政策の実施部門のうち一定の事
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図l 行政の3分類

収益○・費用○

(独法・公営企業等）
収益X･費用○

(執行部局等）

収益X･費用X

(企画立案部局）

川典：筆者作成

務・事業を分離し，独立の法人格を与えて設立した法人をいう．統計センターや造幣局国立

印刷局等の職員が国家公務員の身分を有する行政執行法人（7法人)，情報通信機構や理化学研

究所等の国立研究開発法人（27法人)， 国民生活センターや大学入試センター，国立病院機構

経済産業研究所， 日本貿易振興機構住宅金融支援機構等の中期目標管理法人（53法人）に分

けられる （合計87法人)． また， このほか， 国立大学法人（86法人） も存在する．

更に，地方独立行政法人である． これは，公共上の見地から地域で実施の必要のある事務・

事業のうち，地方公共団体自身が直接実施する必要はないものの，民間に委ねては確実な実施

が確保できないおそれがあるものを効率的・効果的に行わせるため，地方公共団体が設立する

法人をいう．公立大学（70法人)，県立病院機構等の公営企業に相当する事業を行う法人（53

法人) ，試験研究機関(11法人),社会福祉事業を行う法人(l法人）がある （合計135法人).

そして，地方公営企業である． これは，地方公共団体の経営する企業であり，地方公共団体

の一部をなす（法人格は同一)．総数は8,614事業であり，個別には，水道事業2,081事業（う

ち上水道1,344事業，簡易水道737事業) ,下水道事業3,639事業，病院636事業，交通87事

業電気92事業なとﾐとなる．

2.2収益は認識しにくいが，費用は認識できる内環部

図lのベン図の外側から2番目の薄いグレーの環状部分（以下，内環部という）では，収益3

は認識しにくいが‘ 費用は認識できることから， 国の各省庁の執行部局や地方公共団体の執行

部局が該当する｡ そこでは，費用面については， どのような費用をどの程度かけているのか，

金額で表示できる財務指標として把握できる． しかし，収益面については財務指標としての把

握はできない． その一方で，政策の執行管理を担う部局であることから，政策執行の結果を，

バーチャル（疑似的）な形で把握することはできる

ここで急いで付言しなければならない点がある．行政には，議会と調整を行いつつ，政策を

企画立案することこそが重要と考える傾向がある．政策の企画立案を上に，政策の執行管理を

1､~に置いて考える風潮がある．従って， 国の各省であれ，地方公共団体であれ。部局の一部で
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も政策の企画立案を行っていれば， 自ら全てを政策の企画立案部局と位置付け，執行部局の範

囲を倭小化して理解する傾向がある． しかし，国の各省でみても，地方支分部局はいうに及ば

ず，本省の中にも多くの執行部局が入り込んでいるのが実態である4．

以下では，行政の内環部に属する代表的な例を述べる． まず， 国である．内閣官房による

｢国の行政機関の分野別定員」によれば，平成29年度末定員は29.7万人である． このうち，刑

務所や管区海上保安本部，地方入管，税関，検疫等の治安関係で7.6万人，国税局や税務署と

いった国税で5.6万人，地方整備局等の河川・道路・港湾等で2．4万人， 自衛官を除く防衛で

2.l万人，労働基準監督署や職業安定所といった労働で2.l万人，地方農政局といった農政で

l.0万人，法務局等の登記等で0.9万人，地方航空局等の航空安全で0.7万人，外交（外務省）

に0.6万人，気象に0.5万人，国有林野に0.5万人，医療に0.3万人であり， このほか，内部部

局等に5．6万人となっている． なお， 自衛隊については5，平成28年度防衛白書によれば，そ

の現員は計22.7万人であり，そのうち陸上13.8万人，海上4.2万人，航空に4.3万人，統合幕

僚監部等に0．4万人である．

次に，地方公共団体である．総務省が平成29年3月に公表した「平成28年度地方公共団体

定員管理調査結果」によれば，全国で273.7万人である．個別には，総務企画部門には21.3万

人（うち会計や管財等を含む総務一般にll.6万人，窓口等の住民関連に7.2万人),税務部門に

6.6万人，福祉事務所や児童相談所等の民生部門に22.8万人，衛生部門に13.7万人（うち保健

所等の衛生に7.7万人，清掃に4.6万人)，労働部門に0.7万人，農林水産部門に8.1万人（うち

農業一般に5.4万人)，商工部門に2万人，土木部門に13.9万人（うち土木に8.2万人，建築に

2.6万人，都市計画に2.9万人)， これらの一般行政部門計で91.l万人であった． 同調査結果で

は， このほか，教育部門102.2万人（うち学校教育以外の教育に10.3万人（その内訳として，

教育一般に4.6万人，公民館等の社会教育に4万人)，義務教育に68万人，その他の学校教育

に23．8万人)，警察部門に28．7万人，消防部門に16万人である．以上のほか，国民健康保険

事業や介護保険事業等の公営企業等会計に35.8万人6がいる．

以上に示してきたように，国であれ，地方公共団体であれ，公務員の多くは執行部局に所属

している．純粋な政策の企画立案部局にいるのは，多めに見ても，国であれば内部部局5.6万

人の一部であり，地方公共団体であれば各部門のごくごく一部ということになろう．

2.3収益も費用も認識しにくい中心部

図lのベン図の真ん中の濃いグレーの中核部分（以下， 中心部という）には，収益も費用も

認識しにくい政策の企画立案部局が該当する．具体的には，国の各省本省の一部の部局や地方

公共団体の首長部局の一部が当てはまる．政策の企画立案プロセスでは，国会や地方議会との

調整にも大きな労力が必要となり，行政だけの判断で管理・遂行できる余地は小きくなる．議

会との調整コストは民主主義のために必要なコストと考えざるを得ないと思われる．

2.4若干の考察

以上のように行政は，費用と収益という観点から見れば3分類で示すことができる．管理会

計の行政への拡張を考えるに当たっては，具体的な管理会計が行政の3分類のどこを念頭に置

いているのかは押きえておく必要がある．加えて，行政実務家には，先述のように，中心部で

ある政策の企画立案を大きく考える傾向がある． これは，収益や費用を考えていく管理会計の
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図2管理会計手法の射程

’

出典：筆者作成

適用範囲を倭小化する傾向につながる．管理会計研究者が行政実務家と議論する場合には留意

すべき点である．

3． 手法ごとに異なる射程

本節では，管理会計手法等を，伝統的な管理会計手法，広義の管理会計手法， そして隣接分

野の経済学的手法7に分け，行政の3分類に対して､ それぞれにどのような射程を有するのか

について述べる．結論からいえば，手法ごとに適した射程があるのである．

なお，管理会計手法に何が含まれるのかは，管理会計の範囲いかんによる． ここでは，管理

会計の行政への|幅広い活用について述べることから，管理会計についてもできる限りI幅広く考

えることとする． そこで，管理会計は，経営戦略を策定し，経営上の意思決定とマネジメント

コントロールを通じて経営者を支援する会計であり （櫻井, 2015: 10)8|会計は経済的データの

測定と伝達の手段である（櫻井, 2015: 11) と考える． そして，伝統的な管理会計手法に加え，

この定義に含まれ得る手法を広義の管理会計手法と位置付けることとする．

結論から先に示すことになるが，伝統的な管理会計手法や広義の管理会計手法について，行

政の3分類の図に合わせて示せば図2の通りとなる． なお，簡略化のため，経済学的手法は図

から除いている．

3.1伝統的な管理会計手法

まず，伝統的な管理会計手法から代表的な手法を挙げ，それぞれの射程について述べる．収

益費用，利益という中で形作られてきた伝統的な管理会計手法は，一般的に，収益や費用を

認識できる外環部に適用が可能である． しかし， 一部には例外もあるBSCや責任会計は内
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環部までの適用が考えられ，方針管理は，後述の広義の管理会計手法であるロジック分析と相

まって， 中心部までの部分的な適用もありうると思われる．

3.1.1予算管理

予算管理は，長期ビジョン→中期経営計画→単年度事業計画（利益計画） という時間軸の視

点と，組織下方への展開を意味する方針管理や目標管理といった組織管理軸の視点とのちょう

ど交点に， 目標利益が割り付けられる形で部門別の予算管理が行われる（樫谷・藤野・松尾・

大西, 2016:7-13).予算管理は利益が存在するところでは機能する． このため，行政でも収

益費用，利益が存在する外環部では予算管理は機能する一方，内環部や中心部では残念なが

ら機能しにくいものとなる．

3.1.2責任会計

責任センターを設定し，会計数値と管理上の責任を結び付ける責任会計9は，利益や収益が

成立する場合のみならず，費用やコストが成立する場合も成り立つ． このため，責任会計は，

行政の外環部のみならず，費用のみが認識される内環部においても機能し得るlO.

3.1.3方針管理

目標とそれを達成する方策（手段）から考える方針管理と， この目標と方策を組織階層に

従って展開する方針展開（以下，両者を併せて方針管理という）は，行政での活用余地は広

い．行政の外環部であれば，利益があるので予算管理が成立し，そのための手段や下方展開と

しての方針管理が成り立つ．内環部であっても，政策の執行管理の過程で方針管理を考えるこ

とはできる．後述のロジック分析との併用も可能である．更に， 中心部であっても，政策案の

作成・評価の過程で，後述のロジック分析とあわせて考えることができよう．

3.1.4損益分岐点分析，直接原価計算

利益管理に活用される損益分岐点分析や直接原価計算は，利益がある行政の外環部では活用

できる．例えばll,公営企業のうち固定費の比率が高い上水道等では，人口減少や節水機器の

普及等による収益減少や施設の遊休化が見られる中で，価格をどのように設定するか，収益を

どのように上げるかなど，実のところ工夫の余地が大きい．

3.1.5標準原価計算,ABC,原価企画,LCC

標準原価計算，活動基準原価計算（以下,ABCという),原価企画， ライフサイクルコスティ

ング（以下, LCCという）は， コストマネジメントのための手法とされることが多い． このた

め，外環部のみならず,収益は認識しにくくても費用は認識できる内環部でも適用可能である．

標準原価計算に関連して，その基礎となる業務標準やプロセス分析は，行政での活用余地は

大きい．大西(2010: 136-152)で指摘したが，業務標準やプロセス分析は活動基準管理（以下，

ABMという）やリーンマネジメント等の基礎になる． また，松尾・藤野・大西(2016:24-38)

で指摘する通り，後述の事務量マネジメントの基礎にもなる．

ABCに関しては，行政では業務改善を主眼とするABMを基礎に考えていくことが適当であ

る. ABCは，原価計算が必要になる場合等，必要に応じて検討していくことが現実的である．
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